
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２８年度保険改正における施設基準について 

 

【明細書発行体制等加算の施設基準の届出について】 

平成29年４月１日以降 施設基準の届出は、不要です。 

 

１ 明細書発行体制等加算に関する施設基準  

(１) 診療所であること。 

 (２) 電子情報処理組織を使用した診療報酬請求又は光ディスク等を用いた診療報酬請求を行っていること。 

 (３) 算定した診療報酬の区分・項目の名称及びその点数又は金額を記載した詳細な明細書を患者に無料で交

付していること。また、その旨の院内掲示を行っていること。 

 

以上の施設基準の条件を満たしていれば、施設基準の届出しなくても４月１日より明細書発行加算（再診時１

点）を算定できます。 

施設基準の条件を満たしているにも関わらず、明細書発行加算（再診時１点）を算定していない 

医療機関が多数見受けられます。必ず自院の確認お願いします。 

 

【フッ化物塗布】 

 名称 点数 病名 施設基準 算定要件 

１ エナメル質初期う蝕管理加算 ２６０点 Ｃｅ か強診 フッ化物塗布・口腔内写真 

２ フッ化物歯面塗布処置・う蝕多発者 １００点 Ｃ管理中 × う蝕多発者 

３ フッ化物歯面塗布処置・在宅等療養 １００点 Ｃ × 歯科訪問診療料の算定 

４ エナメル質初期う蝕に罹患している患者 １２０点 Ｃｅ × カラー写真必要 

＊エナメル質初期う蝕管理加算算定月は、Ｆ洗、口腔内写真検査、歯清、フッ化物歯面塗布処置は、算定できない 

＊２，３，４の２回目以降の算定は、前回実施月の翌月初日から２ヶ月経過後 

 

【疑義解釈その６ 抜粋】 

＊会員の皆様の日頃の保険診療請求において、関連が深い項目を抜粋しました。 

エナメル質初期う蝕関連  （問１）～（問３） 略 

【医学管理：歯科治療総合医療管理料、在宅患者歯科治療総合医療管理料】 

（問４）区分番号「Ｃ００１－５」在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料、区分番号「Ｉ０１１－２」歯周病安定期治

療（Ⅰ）又は区分番号「Ｉ０１１－２－２」歯周病安定期治療（Ⅱ）（以下、在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管

理料等）を算定している患者において、歯科治療総合医療管理料（Ⅰ）又は歯科治療総合医療管理料（Ⅱ）若しく
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は在宅患者歯科治療総合医療管理料（Ⅰ）又は在宅患者歯科治療総合医療管理料（Ⅱ）（以下、歯科治療総合

医療管理料（Ⅰ）等）の対象となる処置等を実施した場合に、在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料等

の包括範囲に含まれ個別の算定ができない項目に該当する処置を行った日に歯科治療総合医療管理料（Ⅰ）等

の要件に該当する総合的医療管理を行った場合には、これらの管理料を算定して差し支えないか。 

 

（答）在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料等を算定している場合に限り、歯科治療総合医療管理料（Ⅰ）等

の要件に該当する患者であって、当該管理料の対象となる処置を実際に行った場合については、算定して差し支

えない。その場合は、診療報酬明細書の摘要欄に実際に行った処置の項目を記載すること。 

＊在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料算定前に、Ｐ病名等で、歯周病検査を含む歯周病の治療を実施し 

ている合は、Ｐ病名での在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料は、算定できませんご留意お願いします。 

 

【検査：歯周病検査】 

（問５）混合歯列期の患者において混合歯列期歯周病検査以外の歯周病検査を行う際に、永久歯が先天的に欠損し

ている場合は、当該部位に残存している乳歯を歯周病検査の歯数に含めてよいか。 

（答）後継永久歯が先天的に欠損している乳歯については、残存している乳歯を歯周病検査の歯数に含めて差し支え

ない。この場合において、その旨を診療報酬明細書の「摘要」欄に記載すること。 

 

【処置：歯周疾患処置】 

（問６）糖尿病を有する患者であって、歯周ポケットが４ミリメートル以上の歯周病を有するものに対して、歯周基本治療

と並行して計画的に１月間特定薬剤の注入を行った後に症状の改善が認められない場合はさらに継続して特定

薬剤を注入することができるか。 

（答）１月間特定薬剤の注入を行った後、歯科医学的に必要がある場合にあっては、さらに１月間程度継続して薬剤注

入を行って差し支えない。ただし、最初に１月間特定薬剤を注入した後、改善の傾向が認められない場合におい

ては、診療情報提供のあった医科の医療機関に照会する等、糖尿病のコントロール状態についても確認すること

が望ましい。 

 

（問７） 略 

 

【処置：床副子調整・修理】 

（問８）区分番号「Ｉ０１７－２」床副子調整・修理の算定は、区分番号「Ｉ０１７」床副子の装着と同一初診期間内に調整・修

理を行った場合に限られるのか。 

（答）咬合挙上副子又は術後即時顎補綴装置については、同一初診期間内に当該装置の装着を行っていない場合又

は別の保険医療機関で製作し装着している場合についても算定して差し支えない。また、別の保険医療機関で製

作した舌接触補助床を修理した場合についても、「２床副子修理」を算定して差し支えない。 

 

（問９）略 

 

【歯冠修復及び欠損補綴：補綴時診断料】 

（問10）区分番号「Ｍ０３０」有床義歯内面適合法を行い、区分番号「Ｍ０００」補綴時診断料の「２補綴時診断（１以外の

場合）」を算定した日から起算して３月以内において、当該義歯の増歯により区分番号「Ｍ０２９」有床義歯修理

を行った場合に「２補綴時診断（１以外の場合）」を算定できるか。 

（答）算定できる。 



 

【歯冠修復及び欠損補綴：クラウン・ブリッジ維持管理料】 

（問11）全部金属冠又はレジン前装金属冠を装着しクラウン・ブリッジ維持管理料を算定した後に、歯科用金属を原因と

する金属アレルギーを発症した患者について、クラウン・ブリッジ維持管理期間中にCAD/CAM冠又は硬質レジン

ジャケット冠による再治療を行う場合の補綴関連検査並びに歯冠修復及び欠損補綴の費用はクラウン・ブリッジ維

持管理料に含まれるのか。 

（答）医科の保険医療機関又は医科歯科併設の医療機関の医師との連携のうえで、診療情報提供（診療情報提供料

の様式に準じるもの）に基づいて、歯科用金属を原因とする金属アレルギーを発症した患者の再治療を行う場合

にあっては、クラウン・ブリッジ維持管理期間中であっても補綴関連検査並びに歯冠修復及び欠損補綴の費用を

所定点数により算定して差し支えない。なお、その場合においては診療報酬明細書の「摘要」欄に金属アレルギ

ーを発症した旨及び紹介元保険医療機関名を記載すること。 

 

（問12）クラウン・ブリッジ維持管理を行っている「歯冠補綴物又はブリッジ」を保険医療機関において装着した日から起

算して２年を経過するまでの間に、外傷、腫瘍等（歯周疾患が原因である場合を除く。）によりやむを得ず当該「歯

冠補綴物又はブリッジ」の支台歯、隣在歯又は隣在歯及び当該「歯冠補綴物又はブリッジ」の支台歯を抜歯した場

合に、ブリッジを装着する場合は事前承認の対象となったが、当該「歯冠補綴物又はブリッジ」の支台歯又は隣在

歯を分割抜歯した場合についても事前承認の対象となるのか。 

（答）クラウン・ブリッジ維持管理を行っている歯冠補綴物やブリッジを装着した歯又は当該「歯冠補綴物又はブリッジ」

の隣在歯の分割抜歯により、当該補綴部位に係る新たなブリッジを装着する場合の費用については、当該維持管

理料に含まれ、事前承認の対象とならない。 

 

【歯冠修復及び欠損補綴：支台歯形成】 

（問13）ブリッジの支台歯形成を行う際、複数日に分けて支台歯形成を行った場合に、それぞれの支台歯形成が完了し

た日に区分番号「Ｍ００１」歯冠形成及びブリッジ支台歯形成加算を算定できるか。 

（答）ブリッジの支台歯形成を支台歯間の平行関係を確認した場合は、支台歯それぞれの歯冠形成が完了した日に歯

冠形成及びブリッジ支台歯形成加算を算定して差し支えない。なお、当該歯冠形成がブリッジの支台歯であること

がわかるように、診療報酬明細書の「傷病名部位」欄にブリッジの病名を記載すること。 

 

【歯冠修復及び欠損補綴：支台築造】 

（問14）歯根分割した下顎大臼歯に対して、ファイバーポストを用いて支台築造する場合に、ファイバーポストの使用本

数はどのようになるのか。 

（答）当該歯を単位として考え、近心根と遠心根をあわせて２本までの算定となる。なお、金属歯冠修復の考え方につい

ては従前どおり。 

 

【歯冠修復及び欠損補綴：充填】 

（問15）充填に際して用いた金属小釘の特定保険医療材料料について、これまで「特定保険医療材料及びその材料価

格（材料価格基準）の一部改正に伴う特定保険医療材料料（使用歯科材料料）の算定について」（保医発０３０４第

８号平成28年３月４日）において、Ｍ００９充填の金属小釘を使用した場合の算定方法に関する記載が削除された

が、充填に際して金属小釘を用いた場合は算定できない取扱いと考えるのか。 

（答）貴見のとおり。 

 



【歯冠修復及び欠損補綴：レジン前装金属冠】 

（問16）小臼歯に対するレジン前装金属冠について、留意事項通知において「ブリッジの支台歯となる第一小臼歯に限

り認められる。」となっているが、第一小臼歯の先天的な欠損や矯正治療による抜歯等により、通常の第一小臼歯

に相当する部位に位置する第二小臼歯がブリッジの支台歯になる場合について、レジン前装金属冠による歯冠補

綴は認められるか。 

（答）第一小臼歯が欠損により通常の第一小臼歯に相当する部位（犬歯に隣接する部位）に第二小臼歯が位置してお

り、ブリッジの支台歯となる場合については、第二小臼歯であってもレジン前装金属冠による歯冠補綴を行っても

差し支えない 

 

【歯冠修復及び欠損補綴：口蓋補綴、顎補綴】 

（問17） 略 

 

【歯冠修復及び欠損補綴：有床義歯内面適合法】 

（問18）区分番号「Ｍ０３０」有床義歯内面適合法について、新たに製作した有床義歯を装着した日から起算して６月以

内に当該有床義歯の有床義歯内面適合法を行った場合は、所定点数の100分の50に相当する点数により算定す

る取扱いとなったが、有床義歯を製作した月と同月に算定できるか。 

（答）原則として、新製有床義歯の装着日から起算して１月以内は、有床義歯内面適合法の算定はできない。 

ただし、以下の場合については算定して差し支えない。 

①区分番号「Ｍ０１８」有床義歯の留意事項通知で規定する「模型上で抜歯後を推定して製作する即時義歯」を装

着した場合（「１硬質材料を用いる場合」に限る。） 

②旧義歯において有床義歯内面適合法の「２軟質材料を用いる場合」により床裏装が行われていた場合であって

、新製有床義歯製作後においても軟質材料による床裏装が必要と判断される場合（「２軟質材料を用いる場合」

に限る。） 

 

（問19） 略 

 

【診療報酬明細書】 

（問20）区分番号「Ｄ０１０」歯冠補綴時色調採得検査について、検査ごとに対象の歯冠補綴物の部位を診療報酬明細

書の摘要欄に記載することとなっているが、傷病名部位欄の記載内容から当該検査の対象となる歯冠補綴物の部

位が明らかな場合でも当該部位の記載は必要か。 

（答）「傷病名部位」欄の記載内容から歯冠補綴時色調採得検査対象の歯冠補綴物の部位が明らかな場合（例えば歯

冠補綴部位が１歯のみの場合など）においては、省略して差し支えない。 

 

（問21） 略 

 

（問22）「暫間固定は、固定を行った部位及びその方法を記載し、暫間固定の前回実施年月日（初回の場合は１回目と

記載する。）及び歯周外科手術を行う予定であるか否かを記載する。」とあるが、 

①歯周外科手術を行う予定であるか否かの判断が困難な場合はどのように記載するのか。 

②歯周外科手術後の暫間固定を算定する場合でも歯周外科手術を行う予定であるか否かを記載する必要があるか。 

（答） 

①暫間固定を実施する時点で、「歯周外科手術を行う予定であるか否か」の判断が困難である場合についてはそ

の旨を記載して差し支えない。 



②歯周外科手術後の場合において、「歯周外科手術を行う予定であるか否か」についての記載は不要であり、手

術後１回目は「術後１回目」、手術後２回目以降は「術後２回目以降：前回実施○年○月」と記載する。 

 

（問23）ポンティックの除去については１歯単位での算定となったが、診療報酬明細書の「摘要」欄記載については、従

来の「ポンティック切断」等の記載のままで、「ポンティック除去」とみなしてよいか。 

（答） ポンティックの切断については算定できない取扱いとなったことから、診療報酬明細書の「摘要」欄には「ポンティ

ック切断」ではなく、「ポンティック除去」等、実態にあわせて適切に記載されたい。 

＊ ポンティックの撤去は、切断ではなく、除去で請求をお願いします。連続冠の切断は、従来通りです。 


